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【令和 5 年 8 月 4 日】 

 

令和４年度山梨県一般会計及び特別会計歳入歳出決算の概況について 

 

１ 一般会計決算の概況 
（単位：円、％） 

区       分 令和４年度 令和３年度 増減額 増減率 

歳 入 総 額 A 609,830,691,911 598,467,268,442 11,363,423,469 1.9% 

歳 出 総 額 B 589,720,032,114 580,185,448,528 9,534,583,586 1.6% 

歳入歳出差引額 

（形式収支額） 
C=A－B 20,110,659,797 18,281,819,914 1,828,839,883 10.0% 

翌年度繰越財源額 D 10,837,551,902 16,024,348,348 △5,186,796,446 △32.4% 

実 質 収 支 額 E=C－D 9,273,107,895 2,257,471,566 7,015,636,329 310.8% 

前年度実質収支額 F 2,257,471,566 10,777,231,907 △8,519,760,341 △79.1% 

単年度収支額 G=E－F 7,015,636,329 △8,519,760,341 15,535,396,670 182.3% 

財政調整基金 

積 立 額 
H 2,745,393 9,002,222,484 △8,999,477,091 △99.9% 

地方債繰上償還額 I 0 0 0 - 

財政調整基金 

取 崩 額 
J 0 0 0 - 

実質単年度収支額 
K=G+H

+I－J 
7,018,381,722 482,462,143 6,535,919,579 1,354.7% 

 

 

○ 歳入総額は、６，０９８億３，０６９万１，９１１円 

歳出総額は、５，８９７億２，００３万２，１１４円となった。 

 

○ 前年度に比べ、歳入総額は１１３億６，３４２万円余、１．９％の増、 

歳出総額は９５億３，４５８万円余、１．６％の増となった。 

 

○ 歳入歳出差引額（形式収支額）は、２０１億１，０６５万円余で、令和５年度への繰越

財源額１０８億３，７５５万円余を差し引いた実質収支額は、９２億７，３１０万円余の

黒字となった。 

 

○ 令和４年度の実質収支額から、前年度実質収支額の２２億５，７４７万円余を差し引

いた単年度収支額は７０億１，５６３万円余の黒字となった。 

 

○ さらに、単年度収支額に財政調整基金積立額の２７４万円余を加算した実質単年度収支

額は、７０億１，８３８万円余の黒字となった。 

部局名 出納局 



2 

（歳入の状況） 

○ 総 括 

 

 

・ 収入率は、予算現額に対し８３．５％、調定額に対し９９．０％となった。 

   （前年度収入率は対予算現額 ８３．５％、対調定額 ９９．０％） 

 

・ 収入済額は、前年度に比べ、１１３億６，３４２万円余、１．９％の増となった。 

 

・ 不納欠損額は、既に調定された歳入のうち時効の成立等により徴収ができないと認定

されたもので、その主な内容と構成比は、県税と県税に係る加算金及び延滞金の合計が

７，４６４万円余、９３．３％、分担金及び負担金が５００万円余、６．３％、諸収入

が３７万円余、０．５％を占めている。 

 

・ 収入未済額は、既に調定された歳入のうち出納閉鎖までに収納されなかったもので、

前年度と比べると、２億６，７５１万円余、４．４％の減となった。その主な内容と構

成比は、県税と県税に係る加算金及び延滞金の合計が７億５，８７７万円余、１３．１％、

諸収入（県税に係る加算金及び延滞金除く）が４５億９，８９４万円余、７９．３％、

使用料及び手数料が３億３，１３４万円余、５．７％を占めている。 

 

 

 

 

○ 主なもの 

・ 県  税 

収入済額は、１，０１６億３，２６６万円余で、 

前年度に比べ、４０億３，８８７万円余、４．１％の増となった。 

○ 収入済額が増加した主な内容 

 ・ 法人事業税    ： ４４億５，４１９万円 

 ・ 個人県民税    ：  ４億２，８２６万円 

 ・ 法人県民税    ：  ３億２，２７１万円 

○ 収入済額が減少した主な内容 

 ・ 地方消費税譲渡割 ： １３億７，４４６万円 

・ 不動産取得税   ：  １億７，４３２万円 

 

 

・ 地方消費税清算金 

収入済額は、４２３億２，５８６万円余で、 

前年度に比べ、１４億４，１０４万円余、３．５％の増となった。 

 

 

予 算 現 額 ７，３００億  ６６７万９，４６３円 

調 定 額 ６，１５７億１，３４９万３，５９１円 

収 入 済 額 ６，０９８億３，０６９万１，９１１円 

不納欠損額 ８，００２万８，６６０円 

収入未済額 ５８億  ２７７万３，０２０円 
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・ 地方譲与税 

収入済額は、１６７億 ７３７万円余で、 

前年度に比べ、２０億１，８０２万円余、１３．７％の増となった。 

○ 収入済額が増加した主な内容 

・ 特別法人事業譲与税 ： ２０億４，４０３万円 

○ 収入済額が減少した主な内容 

・ 地方揮発油譲与税  ：    ７，０７７万円 

 

 

・ 地方特例交付金  

収入済額は、５億１，３８９万円で、 

前年度に比べ、３，１２３万円余、５．７％の減となった。 

 

 

・ 地方交付税 

収入済額は、１，５１１億３，７４８万円余で、 

前年度に比べ、４５億３，０７０万円余、２．９％の減となった。 

○ 収入済額が増加した主な内容 

・ 特別交付税 ：     ６，００２万円 

○  収入済額が減少した主な内容 

・ 普通交付税 ：  ４５億９，０７２万円 

 

 

・ 交通安全対策特別交付金  

収入済額は、２億 １０４万円余で、 

前年度に比べ、３，２９２万円余、１４．１％の減となった。 

 

・ 分担金及び負担金 

収入済額は、２４億１，４８４万円余で、 

前年度に比べ、９，９６１万円余、４．０％の減となった。 

○ 収入済額が増加した主な内容 

・ 農地費負担金   ：   ２，６９１万円 

○ 収入済額が減少した主な内容 

 ・ 公衆衛生費負担金 ： １億２，８０３万円 

 

 

・ 使用料及び手数料 

収入済額は、７１億２，１５３万円余で、 

前年度に比べ、３，９３２万円余、０．５％の減となった。 

○ 収入済額が増加した主な内容 

 ・ 証紙収入     ： ４，４４７万円 

 ・ 児童福祉費使用料 ： ２，０１５万円 

 ・ 観光費使用料   ： １，４８７万円 

○ 収入済額が減少した主な内容 

 ・ 高等学校費使用料 ： ７，６９７万円 

・ 県営住宅使用料  ： ３，４３３万円 
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・ 国庫支出金 

収入済額は、１，３４４億４，３９８万円余で、 

前年度に比べ、２４６億３，７２０万円余、２２．４％の増となった。 

○ 収入済額が増加した主な内容 

・ 衛生費国庫補助金    ： １２８億６，７６７万円 

・ 商工費国庫補助金    ：  ５１億２，７１０万円 

・ 衛生費国庫負担金    ：  ３９億６，９９８万円 

・ 民生費国庫補助金    ：  ３２億６，０５６万円 

・ 民生費国庫負担金    ：  ２２億９，４７３万円 

・ 農林水産業費国庫補助金 ：  １３億６，５３３万円 

○ 収入済額が減少した主な内容 

 ・ 総務費国庫補助金    ：  ４０億８，０５７万円 

 

 

・ 財産収入 

収入済額は、６億７，９３２万円余で、 

前年度に比べ、４，２５３万円余、５．９％の減となった。 

○ 収入済額が増加した主な内容 

 ・ 不動産売払収入  ：   ６，６４６万円 

○ 収入済額が減少した主な内容 

 ・ 出えん金返還収入 ： １億１，２４４万円 

・ 利子及び配当金  ：   １，５６４万円 

 

 

・ 寄附金 

収入済額は、８億 ９９８万円余で、 

前年度に比べ、２億３，８１３万円余、２２．７％の減となった。 

○ 収入済額が増加した主な内容 

 ・ 富士山保全協力金   ：   ３，２９６万円 

・ 砂防整備費指定寄附金 ：     ８４０万円 

○ 収入済額が減少した主な内容 

 ・ ふるさと納税     ： ２億２，７１７万円 

 ・ 予防費指定寄附金   ：   ４，３５５万円  

 

 

・ 繰入金 

収入済額は、３２億２，９５７万円余で、 

前年度に比べ、４億 ５８万円余、１４．２％の増となった。 

○ 収入済額が増加した主な内容 

 ・ 地域医療介護総合確保基金繰入金      ：  ４億３，０８１万円 

 ・ やまなし教育環境・介護基盤整備基金繰入金 ：  ２億４，５６７万円 

○ 収入済額が減少した主な内容 

・ 安心こども基金繰入金           ：  １億４，５６６万円   
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・ 諸収入 

収入済額は、８２１億６，６３０万円余で、 

前年度に比べ、３１億１，２７８万円余、３．７％の減となった。 

○ 収入済額が増加した主な内容 

・ 教育受託事業    ：  １億１，４８０万円 

○ 収入済額が減少した主な内容 

・ 商工貸付金等償還金 ： １３億７，７５８万円 

 ・ 雑入        ： １２億８，５７０万円 

 ・ 総務貸付金等償還金 ：  ２億３，０３４万円 

 ・ 衛生貸付金等償還金 ：  ２億  ８００万円 

 

 

・ 県  債 

収入済額は、４８１億６，５００万円で、 

前年度に比べ、１４５億９，０００万円、２３．２％の減となった。 

○ 収入済額が増加した主な内容 

・ 単独事業債   ： ４９億  ９００万円 

○ 収入済額が減少した主な内容 

・ 臨時財政対策債 ：１８８億５，３００万円 

・ 一般補助事業債 ：  ６億４，５００万円 

・ 災害復旧事業債 ：      １００万円 
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（歳出の状況） 

○ 総 括 

予 算 現 額 ７，３００億  ６６７万９，４６３円 

支 出 済 額 ５，８９７億２，００３万２，１１４円 

翌年度繰越額 ７０２億２，２７２万５，２５５円 

不 用 額 ７００億６，３９２万２，０９４円 

 

・ 支出済額は、前年度に比べ、９５億３，４５８万円余、１．６％の増となった。 

・ 予算現額に対する執行率は、８０．８％であり、前年度の執行率８０．９％に比べ、 

０．１ポイントの減となった。 

 

○ 主なもの 

・ 総務費 

支出済額は、４０１億７，６２９万円余で、 

前年度に比べ、３２億８，２２８万円余、８．９％の増となった。 

○ 支出済額が増加した主な内容 

 ・ やまなし教育環境・介護基盤整備基金積立金    ： ５３億３，３１７万円 

・ 退職手当                     ：  ５億７，６７７万円 

・ 参議院議員通常選挙費               ：  ４億９，５５０万円 

・ 公共施設等適正管理推進事業費           ：  ４億  ７０３万円 

○ 支出済額が減少した主な内容 

・ ネットワーク運用管理費             ： １４億９，２１９万円 

・ 新しい生活様式推進設備等改修補助金        ： １１億４，７７２万円 

・ 衆議院議員総選挙・最高裁判所裁判官国民審査費   ：  ５億１，４１４万円 

 

 

・ 民生費 

支出済額は、７０２億２，５５１万円余で、 

前年度に比べ、５２億２，５４７万円余、８．０％の増となった。 

○ 支出済額が増加した主な内容 

・ 介護施設等ＰＣＲ検査実施事業費          ： ２３億３，９２４万円 

・ 生活困窮者緊急対策生活支援事業費補助金      ： １４億３，００８万円 

・ 愛宕山こどもの国等再整備事業費          ：  ７億７，７３６万円 

・ 保育所等ＰＣＲ検査実施事業費           ：  ６億６，８０４万円 

・ 障害者施設等ＰＣＲ検査実施事業費         ：  ５億８，９８５万円 

・ 介護職員処遇改善支援補助金            ：  ４億９，６６３万円 

・ 高齢者施設等エアロゾル感染対策強化事業費     ：  ３億９，３４３万円 

・ 介護保険給付費県負担金              ：  ２億９，６６７万円 

○ 支出済額が減少した主な内容 

・ その他の事業経費（老人福祉費）          ： ２３億  ７６７万円 

 ・ その他の事業経費（社会福祉費）          ：  ８億７，６８８万円 

・ 生活福祉資金貸付事業推進費補助金         ：  ２億７，５５５万円 
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・ 衛生費 

支出済額は、５２４億６，１９５万円余で、 

前年度に比べ、１１７億２，２６６万円余、２８．８％の増となった。 

○ 支出済額が増加した主な内容 

 ・ ホームケア事業費                  ： ７０億８，４３５万円 

 ・ 感染症患者措置事業費               ： ２８億  ８８８万円 

・ 宿泊施設を利用した軽症者受入事業費        ： ２４億６，２７６万円 

・ 新型コロナウイルス感染症医療提供体制等強化事業費 ： １７億５，２３２万円 

 ・ 保健所即応体制整備事業費               ： １１億４，９５５万円 

 ・ 地域医療介護総合確保基金積立金          ：  ８億５，１７４万円 

○ 支出済額が減少した主な内容 

・ その他の事業経費（公衆衛生費）          ： ２７億６，８５２万円 

・ 新型コロナウイルスワクチン 

接種体制整備推進事業費補助金           ：  ７億１，８１４万円 

・ 施設整備等資金貸付金               ：  ６億９，９００万円 

・ 事業者に対する感染症対策強化事業費補助金     ：  ５億１，０８２万円 

 

 

・ 労働費 

支出済額は１６億８，６７４万円余で、 

前年度に比べ、２億３，９６１万円余、１６．６％の増となった。 

○ 支出済額が増加した主な内容 

 ・ 感染拡大防止のための新型コロナウイルス対策休業助成金 ：１億３，６１７万円 

○ 支出済額が減少した主な内容 

・ その他の事業経費（労使関係調整費）          ：  １，２５６万円 

 

 

・ 農林水産業費 

支出済額は３１９億７，６０６万円余で、 

前年度に比べ、２６億１，４９６万円余、８．９％の増となった。 

○ 支出済額が増加した主な内容 

・ 農地防災事業費             ： ９億３，８４７万円 

・ 総合農業技術センター再整備事業費    ： ６億５，１０４万円 

・ 予防治山費               ：  ３億２，０７８万円 

・ 森林管理道開設費            ： ２億６，６８１万円 

○ 支出済額が減少した主な内容 

 ・ 復旧治山費                ： ２億８，７４８万円 

・ 豚熱緊急防疫対策事業費         ： １億５，８８６万円 

・ データ農業推進事業費          ： １億  ７５８万円 
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・ 商工費 

支出済額は８０２億６，３０３万円余で、 

前年度に比べ、１９億９，９２１万円余、２．６％の増となった。 

○ 支出済額が増加した主な内容 

 ・ 県民限定やまなしグリーン・ゾーン宿泊割り事業費 ：  ９１億５，８４７万円 

 ・ 生活関連施設等感染予防対策強化事業費補助金   ：   ７億６，００３万円 

 ・ やまなし食のグリーン・ゾーン応援キャンペーン事業費 ：   ６億６，０７８万円 

○ 支出済額が減少した主な内容 

 ・ まん延防止等重点措置に伴う 

飲食店等への休業要請協力金支給事業費      ：  ３９億５，６５５万円 

・ 商工業振興資金貸付金              ：  １７億５，５０８万円 

 

 

・ 土木費 

支出済額は９２０億１，４３４万円余で、 

前年度に比べ、３７億９，８７７万円余、４．３％の増となった。 

○ 支出済額が増加した主な内容 

 ・ 道路維持費       ： １９億１，７３６万円 

 ・ 道路橋りょう建設費   ： １３億９，１６３万円 

○ 支出済額が減少した主な内容 

 ・ 国直轄道路事業費負担金 ： １０億  ３３６万円 

・ 砂防地すべり対策費   ：  ４億２，９８３万円 

・ 緊急街路整備費     ：  ３億１，４１９万円 

・ 道路橋りょう総務費   ：  ３億１，３００万円 

・ 都市公園建設費     ：  ２億８，７２８万円 

 

 

・ 警察費 

支出済額は２２８億１，０８９万円余で、 

前年度に比べ、１０億９，６２５万円余、５．０％の増となった。 

○ 支出済額が増加した主な内容 

・ 航空機維持費      ：  ４億４，９５０万円 

・ 職員給与費等      ：  １億８，８３５万円 

○ 支出済額が減少した主な内容 

・ 運転免許証作成費    ：    ８，１５３万円 
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・ 教育費 

支出済額は８７３億８，７３５万円余で、 

前年度に比べ、７，８５２万円余、０．１％の減となった。 

○ 支出済額が増加した主な内容 

・ 県民文化ホール改修工事費  ：１０億４，７００万円 

 ・ 職員給与費等（小学校費）  ： ３億５，９０４万円 

 ・ 事務局運営費        ： １億３，３０３万円 

○ 支出済額が減少した主な内容 

・ 職員給与費等（高等学校費）  ： ３億９，８５９万円 

・ 県立学校教育情報化推進事業費 ： ３億８，９９１万円 

・ 高校施設整備費        ： ２億２，６７５万円 

・ 八ヶ岳スケートセンター改修費 ： １億４，４７４万円 

 

 

・ 災害復旧費 

支出済額は９億８，８７０万円余で、 

前年度に比べ、１億７，６７２万円余、１５．２％の減となった。 

○ 支出済額が増加した主な内容 

・ 県単独災害復旧費     ：    ６，４８６万円 

○ 支出済額が減少した主な内容 

 ・ 令和元年林道災害復旧費  ：    ９，８２１万円 

・ 土木施設災害復旧費    ：    ９，３７３万円 

 

 

・ 公債費 

支出済額は７０７億５，９９５万円余で、 

前年度に比べ、２４億１，６２３万円余、３．３％の減となった。 

 

 

・ 諸支出金 

支出済額は３８０億４，９８０万円余で、 

前年度に比べ、１７７億７，１４３万円余、３１．８％の減となった。 

○ 支出済額が増加した主な内容 

 ・ 地方消費税交付金       ：  ７億１，６３１万円 

・ 法人事業税交付金       ：  ３億８，３１３万円 

○ 支出済額が減少した主な内容 

・ 財政調整基金積立金      ： ８９億９，９４８万円 

・ 公共施設整備等事業基金積立金 ： ５４億９，９５２万円 

・ 県債管理基金積立金      ： ３０億円 

・ 地方消費税清算金       ： １１億３，１３３万円 
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２ 特別会計決算の概況 

（単位：円％） 

区       分 令和４年度 令和３年度 増 減 額 増減率 

歳 入 総 額 A 325,501,124,756 329,866,288,670 △4,365,163,914 △1.3 

歳 出 総 額 B 313,226,408,205 315,820,612,356 △2,594,204,151 △0.8 

歳入歳出差引額 
（形式収支額） 

C=A－B 12,274,716,551 14,045,676,314 △1,770,959,763 △12.6 

翌年度繰越財源額 D 272,278,800 159,861,172 112,417,628 70.3 

実質収支額  E=C－D 12,002,437,751 13,885,815,142 △1,883,377,391 △13.6 

 

○ 特別会計は、恩賜県有財産特別会計など１０会計である。 

 

 

○ 歳入総額は、３，２５５億  １１２万４，７５６円 

歳出総額は、３，１３２億２，６４０万８，２０５円となった。 

 

 

○ 前年度に比べ、歳入総額は４３億６，５１６万円余、１．３％の減、 

歳出総額は、２５億９，４２０万円余、０．８％の減となった。 
 

 

○ 歳入歳出差引額（形式収支額）は、１２２億７，４７１万円余で、令和５年度

への繰越財源額２億７，２２７万円余を差し引いた実質収支額は、１２０億２４３万円

余となり、７会計が黒字、３会計が収支同額となった。 

 

 

○ 収入未済額は、２億７，９０１万円余で前年度に比べ、５，２７４万円余（２３．３％）

増加となった。 

 

 

○ 不納欠損額は、該当なしで前年度に比べ、３８万円余減少（皆減）となった。 
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○ 恩賜県有財産特別会計 

収入済額は、９６億９，６２７万円余で、 

前年度に比べ、３億 ４３７万円余、３．０％の減となった。 

○ 収入済額が増加した主な内容 

 ・ 財産貸付収入  ： １億２，４９１万円 

・  生産物売払収入 ：   ７，５４８万円 

・ 事業費補助金  ：   ３，４３７万円 

○ 収入済額が減少した主な内容 

 ・ 繰越金     ： ３億４，４５９万円 

 ・ 借換債     ： １億  ５２２万円 

・ 管理費補助金  ：   ５，９３０万円 

 

支出済額は８３億５，４６６万円余で、 

前年度に比べ、３９２万円余、０．０％の増となった。 

 支出済額が増加した主な内容 

・ 交付金     ： ２億４，３３７万円 

・ 造林費     ：   ６，８６６万円 

○ 支出済額が減少した主な内容 

・ 保護管理費   ： １億３，４９５万円 

・ 林道災害復旧費 ：   ９，５７８万円 

・ 元利償還金   ：   ８，９２３万円 

 

 

○ 災害救助基金特別会計 

収入済額は、１万円余で、 

前年度に比べ、５６円、０．５％の増となった。 

○ 収入済額が増加した主な内容 

・ 利子及び配当金 ： ５６円 

 

支出済額は、１万円余で、 

前年度に比べ、５６円、０．５％の増となった。 

○ 支出済額が減少した主な内容 

・ 備蓄費 ： ５６円 
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○ 母子父子寡婦福祉資金特別会計 

収入済額は、１億５，０７９万円余で、 

前年度に比べ、２６９万円余、１．８％の増となった。 

 

支出済額は、３，１２９万円余で、 

前年度に比べ、２，３７３万円余、４３．１％の減となった。 

 

 

○ 中小企業近代化資金特別会計 

収入済額は、４４億３，６６４万円余で、 

前年度に比べ、２億５，７６４万円余、６．２％の増となった。 

○ 収入済額が増加した主な内容 

・ 小規模企業者等設備導入資金債      ： ２億５，０００万円 

○ 収入済額が減少した主な内容 

・ 小規模企業者等設備導入資金貸付金償還金 ： １億  ４４６万円 

・ 県単独中小企業設備貸与資金貸付金償還金 ：   ６，１４５万円 

 

支出済額は、１７億１，３７９万円余で、 

前年度に比べ、４億５，４８２万円余、３６．１％の増となった。 

○ 支出済額が増加した主な内容 

・ 小規模企業者等設備導入資金貸付金    ： ４億５，４８５万円 

 

 

○ 市町村振興資金特別会計 

収入済額は、６７億７，２３４万円余で、 

前年度に比べ、５億３，２３９万円余、８．５％の増となった。 

○ 収入済額が増加した主な内容 

・ 繰越金         ： ７億２，０８３万円 

○ 収入済額が減少した主な内容 

 ・ 繰入金         ： １億２，８１０万円 

・ 貸付金元利収入（元金） ：   ５，９７０万円 
 

支出済額は、４億６，８１５万円余で、 

前年度に比べ、１億５，５６７万円余、２５．０％の減となった。 

○ 支出済額が減少した主な内容 

・ 市町村振興資金貸付金  ： １億５，５７０万円 

 
 

 

○ 収入済額が増加した主な内容 

・ 繰越金         ： １，２７４万円 

○ 収入済額が減少した主な内容 

・ 繰入金         ：   ７２７万円 

○ 支出済額が減少した主な内容 

・ 母子福祉費（貸付金）  ：   ７２２万円 

・ 償還金、利子及び割引料 ：   ５２４万円 

・ 母子福祉費（委託料）  ：   ５２３万円 
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○ 県税証紙特別会計 

収入済額は、８億２，８６３万円余で、 

前年度に比べ、３，１８０万円余、４．０％の増となった。 

○ 収入済額が増加した主な内容 

・ 自動車税証紙収入 ： ４，３７１万円 

○ 収入済額が減少した主な内容 

・ 自動車税繰越金  ： １，１９１万円 

 

支出済額は、７億９，６１４万円余で、 

前年度に比べ、４，３８９万円余、５．８％の増となった。 

○ 支出済額が増加した主な内容 

・ 自動車税繰出金  ： ４，３９０万円 

 

 

○ 集中管理特別会計 

収入済額は、９９８億１，３９４万円余で、 

前年度に比べ、３億１，７６７万円余、０．３％の増となった。 

○ 収入済額が増加した主な内容 

・ 給与管理収入   ： ３億２，２２０万円 

 

支出済額は、９９８億１，３９４万円余で、 

前年度に比べ、３億１，７６７万円余、０．３％の増となった。 

○ 支出済額が増加した主な内容 

・ 給与管理費    ： ３億２，３２３万円 

 

 

○ 林業・木材産業改善資金特別会計 

収入済額は、１億３，９３３万円余で、 

前年度に比べ、３，３１９万円余、３１．３％の増となった。 

○ 収入済額が増加した主な内容 

・ 繰越金                   ： １，７８７万円 

・ 林業・木材産業改善資金償還金        ： １，４８８万円 
 

   支出済額は、３，１０７万円余で、 

前年度に比べ、１，９４３万円余、１６７．０％の増となった。 

○ 支出済額が増加した主な内容 

・ 林業・木材産業改善資金貸付金（資金貸付金） ： １，９００万円 
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○ 公債管理特別会計 

収入済額は、１，２３９億２，９９８万円余で、 

前年度に比べ、２２億 ２８５万円余、１．７％の減となった。 

○ 収入済額が増加した主な内容 

・ 借換債     ：  １億８，８５６万円 

○ 収入済額が減少した主な内容 

・ 一般会計繰入金 ： ２４億１，６００万円 
 

支出済額は、１，２３９億２，９９８万円余で、 

前年度に比べ、２２億 ２８５万円余、１．７％の減となった。 

○ 支出済額が減少した主な内容 

・ 元利償還金   ： ２１億９，４８４万円 

 

 

○ 国民健康保険特別会計 

収入済額は、７９７億３，３１５万円余で、 

前年度に比べ、３０億３，３３５万円余、３．７％の減となった。 

○ 収入済額が増加した主な内容 

・ 一般会計繰入金               ：  １億５，５１８万円 

○ 収入済額が減少した主な内容 

・ 保険給付費等交付金負担金（分担金・負担金） ： ２０億１，０９１万円 

・ 繰越金                    ：  ９億６，７３７万円 

 

支出済額は、７８０億８，７３３万円余で、 

前年度に比べ、１０億５，１６９万円余、１．３％の減となった。 

○ 支出済額が減少した主な内容 

・ 国庫支出金等償還金              ：  ６億８，６８４万円 

・ 後期高齢者支援金              ：  ２億４，１５５万円 
 
 

 

【出納局会計課 出納決算担当 望月 内線 1171 直通 055-223-1308】 

 



【用語の解説】 

●総括 

予算現額：当該年度に執行する全事業のもととなる予算の総額であり、当初予算に補正予算と前

年度からの繰越予算を加減した総額をいいます。 

調定額：調定とは、その歳入の内容を具体的に調査し、収入すべき金額を決定する行為、つまり

県の内部的意思決定の行為をいい、その決定した額が調定額となります。 

収入済額：当該年度に調定したもののうち、出納整理期間までに納入されたものをいいます。 

出納整理期間：年度内に収入又は支出すべきと確定したものの、未収又は未払いとなっているも

のについて、収入又は支出を行うために設けられている期間で、会計年度終了後の 4 月 1 日か

ら 5 月 31 日までの期間をいいます。この期間内に、終了した年度の収入と支出の整理が行え

ます。 

不納欠損額：既に調定した歳入が、督促等を行ったにもかかわらず納付されずに時効が到来して

しまった場合や、法令に基づいて債務を免除した場合などについて、損失として処分を行った

額をいいます。 

収入未済額：当該年度の歳入として調定した収入のうち、出納整理期間までに納入されなかった

額をいいます。この収入未済額は、翌年度も引き続き徴収に努めることになります。 

支出済額：当該年度の歳出のうち、出納整理期間までに支出されたものをいいます。 

翌年度繰越額：繰越事業全体の中で当該年度に事業が実施されなかったため、翌年度に実施する

こととなった分に対する額をいいます。 

不用額：実施した事業に要した経費が予算よりも少なく済んだため、支出しなかった額をいいま

す。 

実質収支額：当該年度の収入済額から支出済額と翌年度へ繰り越すべき財源（繰越事業の支出に

あてる財源のうち、すでに収入しているもの）を差し引いたものをいいます。当該年度に本来

属するべき収入と支出の差であり、財政状況を判断する一つの基準になります。 

 

 

●歳入科目 

第１款県税：県の行政に要する経費を賄うため、地方税法等の規定に基づいて県民の皆さんや県

内に事業所を持つ法人等に納めていただく税です。現在、事業税、県民税、自動車税、地方消

費税など 12 種類の税目があります。 

第２款地方消費税清算金：地方消費税として徴収された総額から還付額を控除した金額について、

消費に関連した基準により都道府県間において清算を行い、各地方公共団体に配分されるもの

です。 

第３款地方譲与税：国税として徴収された税の全部又は一部が地方公共団体に譲与されるもので

す。県が受けている地方譲与税は、特別法人事業譲与税、地方揮発油譲与税、石油ガス譲与税、

自動車重量譲与税、森林環境譲与税です。 



第４款地方特例交付金：国から地方公共団体へ交付されるもので、その主な内容は次のとおりで

す。 

【個人住民税減収補填特例交付金】個人住民税における住宅借入金等特別税額控除の実施に伴

う地方税の減収を補塡するため、交付されるものです。 

【自動車税減収補填特例交付金】消費税率引上げに伴う需要の平準化のための自動車税環境性

能割の臨時的軽減による地方税の減収を補填するため、交付されるものです。 

第５款地方交付税：地方交付税には、地方公共団体間の地域格差をなくし、一定の行政水準を確

保できるようにするため、国税の一部を地方公共団体の固有の財源として各地方公共団体の財

源不足額に応じて国から交付される普通交付税、災害復旧などの特別な事情によって交付され

る特別交付税及び東日本大震災に係る復旧・復興事業の実施のための特別な財政需要等に対し

交付される震災復興特別交付税があります。 

第６款交通安全対策特別交付金：地方公共団体の道路交通安全施設整備のため、交通違反などの

反則金を財源に、交通事故発生件数、人口集中地区人口及び改良済道路延長を基準として国か

ら交付されるものです。 

第７款分担金及び負担金：県が行う事業で特に利益を受ける人から、その受益の限度において負

担いただくものです。 

第８款使用料及び手数料：使用料は、県営住宅の家賃のように県の施設を管理していくために、

その施設の利用者に負担いただくものです。また、手数料は、運転免許交付手数料のように県

が行う行政サービスの利用者に負担いただくものです。 

第９款国庫支出金：国が地方公共団体に対し、特定の事業の財源として交付するもので、その性

質によって次の 3 種類に分類されます。 

【国庫負担金】義務教育や生活保護など、国と地方公共団体が共同して責任を持つ事業の経費

について、国が全部又は一部を地方公共団体に交付するものです。 

【国庫補助金】国が費用の一部又は全部を負担して特定の事務や施設の設置を地方公共団体に

対して奨励、援助するものです。 

【国庫委託金】国会議員の選挙や国勢調査など本来国が行うべき事業を便宜的に地方公共団体

が実施し、その経費を国が負担するものです。 

第１０款財産収入：県の財産（土地、建物等）を貸し付けたり売り払うことによる収入です。 

第１１款寄附金：県以外から金銭を譲り受けるものです。 

第１２款繰入金：特別会計や基金から一般会計に繰り入れるものです。 

第１３款繰越金：前年度の剰余金を受け入れるものです。 

第１４款諸収入：県税の延滞金や預金利子、県からの貸付金の元利償還金、収益事業収入など様々

なものが含まれています。 

第１５款県債：県が借り入れたお金です。 

 

 



●歳出科目 

第１款議会費：県議会議員の報酬、県議会の定例会及び臨時会の開催に要する経費等です。 

第２款総務費：人事、財政、文書、出納等の管理的経費及び企画、徴税、選挙、統計、監査委員、

人事委員会等の経費です。 

第３款民生費：社会福祉の向上を図るため、児童、老人及び障害者のための福祉施設の整備及び

運営、各種援護対策等に要する経費です。 

第４款衛生費：各種医療対策、精神衛生対策、環境衛生対策等に要する経費です。 

第５款労働費：勤労者の福祉に要する経費、職業訓練のための経費等です。 

第６款農林水産業費：農業生産基盤、林道の整備、果物等の流通対策等に要する経費、各種研究

機関に要する経費等です。 

第７款商工費：中小企業及びその組合の育成、地場産業、商店街及び観光の振興等に要する経費

等です。 

第８款土木費：道路、河川、公営住宅、都市公園等公共施設の整備又は維持管理に要する経費等

です。 

第９款警察費：警察官の給与費、警察施設の整備、防犯や交通安全対策に要する経費等です。 

第１０款教育費：公立小中学校、県立高校等の教職員の給与費、高校建設費、社会教育及び保健

体育の振興に要する経費、県立大学に要する経費等です。 

第１１款災害復旧費：降雨、暴雨、洪水、地震その他の異常な自然現象による災害にかかった土

木施設や農林施設等の復旧に要する経費等です。 

第１２款公債費：県債の償還のための元金や利子及びその発行に要する経費等です。 

第１３款諸支出金：他の歳出科目のいずれにも分類されないもので、地方消費税清算金や市町村

への交付金等です。 

第１４款予備費：予算計上したもの以外に、予算の執行過程で不測の事態が生じた場合に備える

経費です。 


